
平成２６年（国）第１１４３号

平成２７年１０月３０日裁決

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で、

再審査請求人に対してした、後記「理由」欄

第２の２記載の障害認定日による裁定請求を

却下するとした原処分を取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、障害認定日を受給

権発生日とする国民年金法（以下「国年法」

という。）による障害基礎年金の支給を求

める、ということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、初診日を昭和○年○月○日

とする脳性麻痺（以下「当該傷病」と

いう。）により障害の状態にあるとして、

平成○年○月○日（受付）、厚生労働大

臣に対し、主位的に障害認定日による請

求（予備的に事後重症による請求）とし

て、障害基礎年金の裁定を請求した（以

下、これを「本件裁定請求」という。）。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、本件裁定請求のうち、

障害認定日による請求については、「提

出された診断書では、請求のあった傷病

（脳性麻痺）について２０歳に達した日

である昭和○年○月○日現在の障害の状

態等が明らかに判断できないため。」と

いう理由により、これを却下する旨の処

分（以下「原処分」という。）をした。

なお、厚生労働大臣は、本件裁定請

求のうち、予備的事後重症による請求に

対して、平成○年○月○日付で、請求人

に対し、裁定請求日における請求人の当

該傷病による障害の状態が国年法施行令

（以下「国年令」という。）別表に定める

２級の程度に該当するとして、受給権発

生日を同年○月○日とし、同年○月から

障害等級２級の障害基礎年金を支給する

旨の処分をしている。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　障害認定日を受給権発生日とする障害

基礎年金は、障害認定日における障害の

状態が、国年令別表に定める障害の程度

に該当する場合に支給される。

２　本件の場合、当該傷病の初診日が昭和

○年○月○日であり、その障害の状態を

認定すべき日は、請求人が２０歳に到達

した昭和○年○月○日（以下、便宜上「障

害認定日」という。）であること、裁定

請求日における請求人の当該傷病による

障害の状態が国年令別表に定める２級に

該当することについては、いずれも、当

事者間に争いがないものと認められると

ころ、請求人は、前記第２の２記載の理

由によりなされた原処分に対し、脳性麻

痺による右半身不全麻痺は、今後悪くな

ることがあっても、良くなることはない

と考えられ、加えて、神経性無食欲症と

薬で抑制されているが、てんかん発作も

あり、職場も見つからず、本当に困って

おり、本来なら２０歳から障害年金が受

給できると主張しているのであるから、

本件の問題点は、本件で提出されている

ａ病院（以下「ａ病院」という。）ｂ科・

Ａ医師（以下「Ａ医師」という。）作成

の昭和○年○月○日付身体障害者診断

書・意見書（以下「身体障害者診断書」

という。）などの当時の資料に基づいて、

障害認定日当時における請求人の当該傷

病による障害の状態（以下、これを「本

件障害の状態」という。）が、国年令別

表に定める障害等級１級又は２級の程度

に該当していたと認めることができない

かどうかである。

３　障害基礎年金の支給に係る障害認定に

当たっては、その障害の状態がいかなる

もので、それが国年令別表の定める程度

に該当するかどうかは、受給権の発生・

内容にかかわる重大なことであるから、

その認定は客観的かつ公正・公平に行わ

れなければならないことはいうまでもな



いところである。したがって、それは、

障害の状態・程度を認定すべきものとさ

れている時期において、直接それに係る

診療を行った医師（歯科医師を含む。以

下同じ。）ないし医療機関が作成した診

断書、若しくは、医師ないし医療機関が、

診療が行われた当時に作成された診療録

等の客観性のあるいわゆる医証の記載に

基づいて作成した診断書、又は、これら

に準ずるものと認めることができるよう

な証明力の高い資料（以下、これらの要

件を満たすような資料を、便宜上、「障

害程度認定適格資料」という。）によっ

て行わなければならないものと解するの

が相当である。

そして、当審査会に顕著な事実によ

れば、保険者は、一般的に、障害認定日

による請求については同日以後３月以内

の現症が記載されている診断書の提出を

求めることとして、障害の程度の認定を

行うべき日における障害の状態は、上記

の期間内の現症日における障害の状態に

よってこれを行うものとする旨の取扱い

をしており、当審査会も、基本的にはこ

れを相当としてきているところである。

４　本件障害の状態について判断する。

請求人の当該傷病による障害は、主と

して肢体の機能に係るものと認められる

ところ、これにより２級の障害基礎年金

が支給される障害の状態について、国年

令別表には、その８号として、「一上肢

の機能に著しい障害を有するもの」が、

その１５号に、「身体の機能の障害又は

長期にわたる安静を必要とする病状が前

各号と同程度以上と認められる状態であ

つて、日常生活が著しい制限を受けるか、

又は日常生活に著しい制限を加えること

を必要とする程度のもの」が、それぞれ

掲げられている。

そして、これらの障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、社

会保険庁により発出され、同庁の廃止後

は厚生労働省の発出したものとみなされ

て、引き続き効力を有するものとされ、

当審査会においても障害の状態の認定及

び給付の公平を期するための尺度とし

て、これに依拠するのが相当であると考

える「国民年金及び厚生年金保険障害認

定基準」（以下「認定基準」という。）が

定められているが、認定基準の「第２　

障害認定に当たっての基本的事項」によ

れば、上記の日常生活が著しい制限を受

けるか又は日常生活に著しい制限を加え

ることを必要とする程度とは、必ずしも

他人の助けを借りる必要はないが、日常

生活は極めて困難で、労働により収入を

得ることができない程度のものとされ、

例えば、家庭内の極めて温和な活動（軽

食作り、下着程度の洗濯等）はできるが、

それ以上の活動はできないもの又は行っ

てはいけないもの、すなわち、病院内の

生活でいえば、活動の範囲がおおむね病

棟内に限られるものであり、家庭内の生

活でいえば、活動の範囲がおおむね家屋

内に限られるものであるとされている。

また、認定基準の第３第１章には各種の

障害ごとに認定の基準と要領が定められ

ており、本件の場合、請求人の当該傷病

による障害は、肢体の機能の障害と認め

られるので、第１章「第７節 /肢体の障

害」の「第４　肢体の機能の障害」に定

められているところによってその程度を

認定するのが相当であり、認定基準から

認定のために必要な部分を摘記すると、

次のとおりである。

肢体の障害が上肢及び下肢などの広

範囲にわたる障害（脳血管障害、脊髄損

傷等の脊髄の器質障害、進行性筋ジスト

ロフィー等）の場合には、認定基準第３

第１章の第７節（以下「本節」という。）

「第１　上肢の障害」、「第２　下肢の障

害」及び「第３　体幹・脊柱の機能の障

害」に示したそれぞれの認定基準と認定

要領によらず、「第４　肢体の機能の障

害」として認定し、肢体の機能の障害の

程度は、関節可動域、筋力、巧緻性、速

さ、耐久性を考慮し、日常生活における

動作の状態から身体機能を総合的に認定

するとされ、２級に相当すると認められ

るものを一部例示すると次のとおりであ



るとされている。

障害の

程度
障　害　の　状　態

２級

１．一上肢及び一下肢の機能に相当

程度の障害を残すもの

２．四肢に機能障害を残すもの

なお、上記表には、「（注）」として、

肢体の機能の障害が両上肢、―上肢、両

下肢、－下肢、体幹及び脊柱の範囲内に

限られている場合には、それぞれの認定

基準と認定要領によって認定し、また、

肢体の機能の障害が上肢及び下肢の広範

囲にわたる場合であって、上肢と下肢の

障害の状態が相違する場合には、障害の

重い肢で障害の程度を判断し、認定する

こととされている。

そして、身体機能の障害の程度と日常

生活における動作の障害との関係を参考

として示すと、「機能に相当程度の障害

を残すもの」とは、日常生活における動

作のほとんどが「一人で全くできない場

合」又は日常生活における動作のほとん

どが「一人でできるが非常に不自由な場

合」をいい、「機能障害を残すもの」とは、

日常生活における動作の一部が「一人で

全くできない場合」又はほとんどが「一

人でできてもやや不自由な場合」をいう

とされている。

また、上肢の障害は、機能障害、欠

損障害及び変形障害に区分され、２級に

相当する障害の状態とされる「一上肢の

機能に著しい障害を有するもの」すなわ

ち「一上肢の用を全く廃したもの」とは、

一上肢の３大関節中いずれか２関節以上

の関節が用を全く廃したもの、すなわち、

（ア）不良肢位で強直しているもの、（イ）

関節の他動可動域が健側の他動可動域の

２分の１以下に制限され、かつ、筋力が

半減しているもの、（ウ）筋力が著減又

は消失しているもののいずれかに該当す

る程度のものをいい、「関節の用を廃し

たもの」とは、関節の他動可動域が健側

の他動可動域の２分の１以下に制限され

たもの又はこれと同程度の障害を残すも

のをいうとされている。

以上のような考え方にたって、本件に

おいて、請求人の当該傷病による障害の

状態に関して提出されている全ての資料

から、その作成者及び記載内容からみて、

上記のような障害程度認定適格資料と認

められるものをすべてあげてみると、①　

身体障害者診断書、②　昭和○年○月○

日に○○が交付した請求人にかかる身体

障害者手帳、③　ｃ病院ｄ科・Ｂ医師作

成の平成○年○月○日現症にかかる同月

○日付診断書、④　ａ病院ｅ科・Ｃ医師

（以下「Ｃ医師」という。）作成の平成○

年○月○日現症にかかる同日付診断書、

⑤　Ａ医師作成の昭和○年○月○日現症

にかかる平成○年○月○日付診断書、⑥　

Ｃ医師作成の平成○年○月○日現症にか

かる同日付診断書、⑦　Ｃ医師作成の平

成○年○月○日現症にかかる同日付診断

書、及び、⑧　ｆ病院・Ｄ医師作成の平

成○年○月○日付受診状況等証明書があ

り、これをおいて他に存しないところ、

これらの各資料（以下「資料①」などと

いう。）をみると、次のとおりである。

すなわち、資料①をみると、障害の原

因となった疾病・外傷名は不詳とされ、

障害名は右片麻痺、参考となる経過・現

症には、生後１０か月時、特に誘因なく

痙攣発作（？）出現、その後、右片麻痺

に気付く、小学１年頃より麻痺は固定し

ているとされ、障害固定又は障害確定は、

昭和○年頃とされており、総合所見には、

脳原性運動失調（上肢に強い）が認めら

れ、右手の機能障害が著しく、痙性麻痺

も認められるとされ、将来再認定（要・

不要）についての記載はなく、身体障害

者福祉法第１５条第３項の意見は、障害

の程度は、身体障害者福祉法別表に掲げ

る３級相当に該当するとされている。肢

体不自由の状況及び所見をみると、感覚

障害はなく、運動障害は痙性麻痺、運動

失調で、起因部位は脳とされ、排尿・排

便機能障害、形態異常は、いずれもなく、

体重は細身で３８ｋｇ、握力は、右８ｋ

ｇ、左１８ｋｇ、動作・活動をみると、



補助用具などを使用しない状態で、タオ

ルを絞るは半介助、その他の、寝がえり

する、あしをなげ出して座る、椅子に腰

かける、立つ、家の中の移動、洋式便器

にすわる、排泄のあと始末をする、食事

をする、コップで水を飲む、シャツを着

て脱ぐ、ズボンをはいて脱ぐ、ブラッ

シで歯をみがく、顔を洗いタオルで拭

く、背中を洗う、二階まで階段を上がっ

て下りる、屋外を移動する、公共の乗物

を利用するは、いずれも自立とされてお

り、脳原生運動機能障害用の上肢機能障

害＜５動作の能力テスト結果＞として、

封筒を鋏で切る時に固定するは可能であ

るが、さいふからコインを出す、傘をさ

す、健側の爪を切る、健側のそで口のボ

タンをとめるは、すべて不可能であり、

移動機能障害は、つたい歩きをする、支

持なしで立位を保持しその後１０ｍ歩行

する、椅子から立ち上がり　１０ｍ歩行

し再び椅子に座る、５０ｃｍ幅の範囲内

を直線歩行する、足を開き、しゃがみこ

んで再び立ち上るは、いずれも可能とさ

れ、右上下肢の関節可動域はすべて正常

であるが、右上下肢の筋力をみると、右

手の中手指節（ＭＰ）、近位指節（ＰＩ

Ｐ）、前腕（回内・回外）は半減で、肩

関節（屈曲・伸展、外転・内転、外旋・

内旋）、肘関節（屈曲・伸展）、手関節（掌屈・

背屈）、股関節（屈曲・伸展、外転・内転、

外旋・内旋）、膝関節（屈曲・伸展）、足

関節（背屈・底屈）は、全て正常とされ

ている。本資料は、認定対象とすべき障

害認定日から１年２か月程が経過した昭

和○年○月○日付で作成されたもので、

その当時の請求人の障害を記載した診断

書であり、記載されている障害の状態を

もって、これを直ちに本件障害の状態と

認めることには問題が残るが、当該傷病

の症状固定日を昭和○年頃と判断し、将

来再認定の時期を明示していないことか

ら判断すると、当該傷病による障害の状

態は、昭和○年頃に既に固定されており、

さらに、当該傷病の経時的な病態の変動

など疾病特性をも考慮すると、障害認定

日から１年２か月後の時点における障害

の状態をもって、これを障害認定日当時

の状態と同一であると認めることが相当

である。そうして、これをもとに、認定

基準に照らして、その当時の障害の状態

及び程度をみると、右上下肢の機能の障

害であり、日常生活における動作の障害

の程度として、動作・活動は、タオルを

絞るが半介助である以外、全ての項目は、

補助用具を使用しない状態で自立してい

る。また、より重い上肢の障害としては、

右上肢の可動域は全て正常で、筋力も前

腕（回内・回外）が半減、上肢の３大関

節である肩関節、肘関節、手関節は正常

又はやや減の程度であるが、一上肢機能

障害として、右手指の機能の障害をみる

と、その動作の殆どが不可能とされてお

り、それは、身体障害者福祉法第１５条

第３項の意見に基づいて身体障害者福祉

法別表に掲げる３級に相当し、「一上肢

の機能の著しい障害」に該当するとされ

ている。そして、このような右上肢機能

の障害の内容からすれば、それは認定基

準においても「－上肢の機能に著しい障

害を有するもの」に該当すると認めるの

が相当であり、国年令別表の８号に定め

る２級の程度に該当するものである。

資料②は、障害名は、上肢不自由３級、

片麻痺による右上肢の機能の著しい障害

とされ、身体障害者等級表による等級は

３級－３とされている。身体障害者福祉

法施行規則第７条第３項別表第５号によ

ると、３級－３は、「一上肢の機能の著

しい障害」とされている。

資料③は、障害の原因となった傷病名

は「神経性無食欲症」とされた上で、平

成○年○月○日当時の状態について記載

されているもので、本件障害の状態につ

いての記載はなく、本資料によって本件

障害の状態がいかなるものであったかを

判断することはできない。

また、資料④、資料⑥、資料⑦は、障

害の原因となった傷病名には脳性麻痺と

みなされていると記載された上で、それ

ぞれ、平成○年○月○日現症、平成○年



○月○日現症、平成○年○月○日現症に

ついて記載されているが、本件障害の状

態についての記載はなく、これらの資料

によって本件障害の状態がいかなるもの

であったかを判断することはできない。

資料⑤は、障害の原因となった傷病

名は不詳とされ、備考によれば、昭和○

年○月○日発行した診断書（注：資料①

と同じ）を元に本診断書を作成し、現在

も当時の状態と著変ないものと推察する

旨が記載された上で、昭和○年○月○日

現症について記載されている診断書であ

り、特に取り上げる内容はない。

資料⑧は、当時の診療録より記載した

ものとされた上で、傷病名は脳性小児麻

痺とされ、発病から初診までの経過は詳

細不明、初診年月日、終診年月日はいず

れも平成○年○月○日とされ、初診より

終診までの治療内容及び経過の概要は、

初診日に診断書を作製したが、特に治療

はしていない旨記載されているだけであ

り、本資料によって本件障害の状態がい

かなるものであったかを判断することは

できない。

以上の各資料によれば、障害認定日に

おける請求人の当該傷病による障害の状

態については、障害認定日当時の障害の

状態について記載された診断書が提出さ

れていないものの、障害認定日から１年

２か月後の障害の状態を記載した身体障

害者診断書が提出されており、それによ

れば、当時の請求人の当該傷病による障

害の状態は、障害認定日から症状が既に

固定されており、その障害の程度は国年

令別表に定める２級の程度に該当するも

のであると認められることから、本件障

害の状態も国年令別表に定める２級に該

当するものと認めることができる。

５　よって、請求人に対しては、障害認定

日を受給権発生の日として、障害等級２

級の障害基礎年金が支給されるべきであ

り、これと異なる前記第２の２記載の原

処分は相当ではなく、これを取り消すこ

ととし、主文のとおり裁決する。


